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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第75期
第２四半期
累計期間

第76期
第２四半期
累計期間

第75期
第２四半期
会計期間

第76期
第２四半期
会計期間

第75期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 16,906,43922,374,1258,284,95610,959,53740,815,688

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△26,021 △19,085 △51,646 △7,326 56,134

四半期（当期）純利益（千円） △18,058△24,353　 △45,022 △4,542 △114,156

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
△23,282 △10,922 △18,685 △8,360 △44,003

資本金（千円） － － 829,100 829,100 829,100

発行済株式総数（千株） － － 6,290 6,290 6,290

純資産額（千円） － － 1,777,1781,679,8021,720,368

総資産額（千円） － － 5,834,9986,075,5276,209,814

１株当たり純資産額（円） － － 283.52 268.10 274.58

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
△2.88 △3.89 △7.18 △0.73 △18.21

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － － 3.00

自己資本比率（％） － － 30.5 27.6 27.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△487,396△316,628 － － 769,873

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△15,760 52,931 － － △531,475

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
375,377 142,064 － － △639,175

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 382,729 318,327 439,959

従業員数（人） － － 97 138 145

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社及び当社の関係会社（子会社１社、関連会社２社で構成）が営む事業の内容

について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 138 [42] 

（注）従業員数は就業人員であり、臨時員数は［　］内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産及び受注実績

該当事項はありません。

(2）販売実績

 
当第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

　
前年同四半期比（％）　

　

　受託商品（千円） 4,368,914 141.7

買付商品（千円） 6,590,622 126.7

　合計（千円） 10,959,537 132.3

(3）仕入実績

 
当第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

　
前年同四半期比（％）　

　

　受託商品（千円） 4,128,617 141.7

買付商品（千円） 6,233,664 128.3

　合計（千円） 10,362,281 133.3

　

２【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

   当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

EDINET提出書類

横浜魚類株式会社(E02806)

四半期報告書

 4/20



４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策の実施もあり、景気後退局面から脱しつつある

ものの、個人消費、民間設備投資ともに低迷し、景気回復までには至りませんでした。

水産物流通業界におきましては、雇用環境の悪化から来る購買意欲の低下に加え、企業の経費節約ムードの浸

透により需要不振が続き厳しい情況となりました。

このような情況におきまして、当社は本業の拡大と効率化を図るため昨年12月川崎魚市場㈱を吸収合併いたし

ました。

売上高につきましては、主として合併により増加し10,959百万円（前年同期比32.3％増）と増収となりまし

た。

損益につきましては、合併による売上高の増加に伴う売上総利益の増加が諸経費の増加分を吸収したこと、合

併による負ののれん償却費の計上並びに支払利息の減少等により、営業損益は39百万円の損失（前年同期　営業

損失55百万円）、経常損益は７百万円の損失（前年同期　経常損失51百万円）、四半期純損益は４百万円の損失

（前年同期　四半期純損失45百万円）となり、全ての損益区分におきまして損失が減少いたしました。

　

(2）キャッシュフローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下資金という）は、営業活動によるキャッシュ・フ

ローが支出超過となりましたが、投資活動によるキャツシュ・フロー及び財務活動によるキャッシュ・フローが

収入超過となったことにより、当第１四半期会計期間末に比べ14百万円増加して318百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　税金等調整前四半期純損益が10百万円の損失となったこと及び仕入れ債務が減少したこと等により、471百万円

の支出超過（前年同期　175百万円の支出超過）になりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　短期貸付金の減少等により61百万円の収入超過（前年同期　20百万円の支出超過）になりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　短期借入金の増加等により424百万円の収入超過（前年同期　198百万円の収入超過）になりました。　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 14,840,000

計 14,840,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,290,000 6,290,000ジャスダック証券取引所 単元株式数1,000株

計 6,290,000 6,290,000 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年７月１日～

平成21年９月30日
－ 6,290,000 － 829,100 － 648,925

（５）【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本水産㈱ 東京都千代田区大手町2-6-2 1,238 19.7

㈱横浜銀行 横浜市西区みなとみらい3-1-1 308 4.9

中央三井信託銀行㈱ 東京都港区芝3-33-1 243 3.9

横浜冷凍㈱ 横浜市神奈川区守屋町1-1-7 194 3.1

㈱マルハニチロ水産 東京都千代田区大手町1-1-2 192 3.1

横浜魚類従業員持株会 横浜市神奈川区山内町１横浜魚類㈱内 162 2.6

東洋水産㈱ 東京都港区港南2-13-40 123 2.0

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町1-13-2 100 1.6

中央魚類㈱ 東京都中央区築地5-2-1 100 1.6

計 － 2,662 42.3
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式24,000 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式6,216,000 6,216 －

単元未満株式 普通株式50,000 － －

発行済株式総数  　　6,290,000 － －

総株主の議決権 － 6,216 －

　

②【自己株式等】

 

 平成21年9月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

横浜魚類株式会社
横浜市神奈川区山内

町１番地
24,000 － 24,000 0.38

計 － 24,000 － 24,000 0.38

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 353 357 350 375 360 346

最低（円） 324 331 331 336 342 336

　（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成20

年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平成

21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平成20

年９月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第２四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成

21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期

レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、

四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　1.01％

売上高基準　　　0.81％

利益基準　　　△0.17％

利益剰余金基準　1.98％
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 318,327 439,959

受取手形及び売掛金 2,854,284 2,990,431

商品 957,263 930,610

前払費用 8,783 5,046

繰延税金資産 73,074 57,883

その他 26,804 95,905

貸倒引当金 △169,042 △292,570

流動資産合計 4,069,495 4,227,268

固定資産

有形固定資産 ※
 785,451

※
 807,626

無形固定資産 19,509 20,857

投資その他の資産

投資有価証券 424,985 421,323

関係会社株式 86,380 86,380

破産更生債権等 493,271 301,010

繰延税金資産 431,059 446,596

その他 158,491 168,262

貸倒引当金 △393,117 △269,510

投資その他の資産合計 1,201,070 1,154,062

固定資産合計 2,006,031 1,982,546

資産合計 6,075,527 6,209,814
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,488,411 1,590,179

短期借入金 1,255,000 1,100,000

1年内返済予定の長期借入金 95,190 84,990

未払法人税等 6,864 7,292

賞与引当金 14,618 19,027

その他 234,114 267,712

流動負債合計 3,094,198 3,069,202

固定負債

長期借入金 64,030 68,325

退職給付引当金 724,522 783,089

役員退職慰労引当金 15,375 15,375

負ののれん 432,147 484,005

長期預り保証金 65,450 69,450

固定負債合計 1,301,525 1,420,244

負債合計 4,395,724 4,489,446

純資産の部

株主資本

資本金 829,100 829,100

資本剰余金 648,925 648,925

利益剰余金 202,317 245,468

自己株式 △9,752 △9,752

株主資本合計 1,670,590 1,713,740

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 9,212 6,627

評価・換算差額等合計 9,212 6,627

純資産合計 1,679,802 1,720,368

負債純資産合計 6,075,527 6,209,814
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 16,906,439 22,374,125

売上原価 16,095,379 21,259,872

売上総利益 811,060 1,114,252

販売費及び一般管理費

売上高割市場使用料 39,933 53,764

出荷奨励金 19,095 25,783

完納奨励金 45,523 48,640

運賃及び荷造費 121,301 177,014

保管費 84,401 96,412

役員報酬 19,777 19,728

従業員給料及び手当 307,139 440,013

賞与引当金繰入額 18,737 24,698

退職給付費用 19,628 13,823

福利厚生費 68,187 96,501

賃借料 31,852 43,071

租税公課 6,151 10,421

減価償却費 13,321 25,307

貸倒引当金繰入額 2,190 80

その他の経費 105,534 129,308

販売費及び一般管理費合計 902,779 1,204,568

営業損失（△） △91,718 △90,315

営業外収益

受取利息 963 1,984

受取配当金 59,230 7,623

受取賃貸料 33,878 31,716

負ののれん償却額 － 51,857

雑収入 2,760 3,040

営業外収益合計 96,833 96,222

営業外費用

支払利息 13,660 7,702

賃貸費用 17,475 17,289

雑損失 0 0

営業外費用合計 31,136 24,992

経常損失（△） △26,021 △19,085

特別利益

関係会社株式売却益 1,955 －

特別利益合計 1,955 －

特別損失

固定資産除却損 1,956 3,222

特別損失合計 1,956 3,222

税引前四半期純損失（△） △26,023 △22,307

法人税、住民税及び事業税 2,020 2,895

法人税等調整額 △9,984 △848

法人税等合計 △7,964 2,046

四半期純損失（△） △18,058 △24,353
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 8,284,956 10,959,537

売上原価 7,895,773 10,412,520

売上総利益 389,183 547,016

販売費及び一般管理費

売上高割市場使用料 19,403 26,146

出荷奨励金 9,542 12,161

完納奨励金 22,063 21,608

運賃及び荷造費 58,456 90,594

保管費 41,455 48,992

役員報酬 9,793 9,927

従業員給料及び手当 150,635 210,753

賞与引当金繰入額 9,197 11,588

退職給付費用 8,101 4,347

福利厚生費 34,677 49,330

賃借料 15,908 21,519

租税公課 2,203 2,857

減価償却費 6,686 12,662

貸倒引当金繰入額 1,281 △135

その他の経費 55,353 63,865

販売費及び一般管理費合計 444,761 586,219

営業損失（△） △55,578 △39,202

営業外収益

受取利息 404 906

受取配当金 410 440

受取賃貸料 17,978 16,416

負ののれん償却額 － 25,928

雑収入 1,651 1,333

営業外収益合計 20,444 45,026

営業外費用

支払利息 7,726 4,033

賃貸費用 8,785 9,116

雑損失 0 0

営業外費用合計 16,511 13,150

経常損失（△） △51,646 △7,326

特別損失

固定資産除却損 14 3,222

特別損失合計 14 3,222

税引前四半期純損失（△） △51,660 △10,549

法人税、住民税及び事業税 1,010 1,447

法人税等調整額 △7,647 △7,453

法人税等合計 △6,637 △6,006

四半期純損失（△） △45,022 △4,542
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △26,023 △22,307

減価償却費 27,330 38,908

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,012 △58,566

賞与引当金の増減額（△は減少） △743 △4,408

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,190 80

受取利息及び受取配当金 △60,194 △9,607

支払利息 13,660 7,702

負ののれん償却額 － △51,857

固定資産除却損 1,956 3,222

関係会社株式売却損益（△は益） △1,955 －

売上債権の増減額（△は増加） △176,115 136,147

破産更生債権等の増減額（△は増加） △67,357 △192,260

たな卸資産の増減額（△は増加） △246,095 △26,652

仕入債務の増減額（△は減少） 55,695 △101,768

未払金の増減額（△は減少） △5,054 4,087

未払消費税等の増減額（△は減少） △9,945 △35,041

その他の流動資産の増減額（△は増加） △33,393 △8,624

その他の流動負債の増減額（△は減少） △4,808 10,031

その他 320 △3,919

小計 △531,543 △314,836

利息及び配当金の受取額 60,131 9,657

利息の支払額 △13,095 △8,845

法人税等の支払額 △2,889 △2,603

営業活動によるキャッシュ・フロー △487,396 △316,628

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △23,034 △22,306

無形固定資産の取得による支出 － △9,863

投資有価証券の取得による支出 △22,222 －

関係会社株式の売却による収入 26,000 －

短期貸付金の増減額（△は増加） △509 75,322

長期貸付金の回収による収入 3,684 9,459

その他 320 320

投資活動によるキャッシュ・フロー △15,760 52,931

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 465,000 155,000

長期借入れによる収入 － 55,000

長期借入金の返済による支出 △63,895 △49,095

自己株式の取得による支出 △548 －

配当金の支払額 △25,178 △18,840

財務活動によるキャッシュ・フロー 375,377 142,064

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △127,779 △121,631

現金及び現金同等物の期首残高 510,509 439,959

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 382,729

※
 318,327
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

該当事項はありません。

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営

環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるの

で、前事業年度において使用した将来の業績予想やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっております。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末
（平成21年９月30日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、1,108,257千円であ

ります。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、1,079,474千円であ

ります。

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在） （平成21年９月30日現在）

現金及び預金勘定      382,729千円

現金及び現金同等物 382,729

　

現金及び預金勘定      318,327千円

現金及び現金同等物 318,327

　

（株主資本等関係）

当第２四半期会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年

９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  6,290,000株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 24,519株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 18,796 3.0 平成21年３月31日 平成21年６月29日利益剰余金

（持分法損益等）

 
前第２四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円） △23,282 △10,922

 
前第２四半期会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

関連会社に対する投資の金額（千円） 179,380 79,380

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 883,029 304,114

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円） △18,685 △8,360
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
（平成21年９月30日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 268円10銭１株当たり純資産額    274円58銭

２．１株当たり四半期純利益金額

前第２四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額  △2円88銭 １株当たり四半期純利益金額  △3円89銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益（千円） △18,058 △24,353

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） △18,058 △24,353

期中平均株式数（株） 6,269,105 6,265,481

前第２四半期会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 △7円18銭 １株当たり四半期純利益金額 △0円73銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益（千円） △45,022 △4,542

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） △45,022 △4,542

期中平均株式数（株） 6,268,627 6,265,481

　

（重要な後発事象）

　　該当事項ありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月13日

横浜魚類株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 田口　茂雄　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 前田　隆夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている横浜魚類株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第75期事業年度の第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平成20年９

月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、横浜魚類株式会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２

四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年10月１日付で川崎魚市場株式会社の株式を取得し子会社化し

た。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月12日

横浜魚類株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴木　哲夫　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 前田　隆夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている横浜魚類株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第76期事業年度の第２四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21年９

月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、横浜魚類株式会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２

四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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